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１ 策定の目的

本町は、住民サービスの向上を目指し、昭和６０年度からの第１次行政改革

大綱に取り組んで以降、平成２４年度から平成２８年度までを期間とした現在の

第５次行政改革大綱に至るまで、常に計画等の見直しを行いながら、積極的に

行財政改革を推進してきました。

この間、リーマンショックによる急激な景気の悪化や、東日本大震災・熊本地

震など、厳しく不安定な社会状況に見舞われながらも、本町では第五次総合計画

に掲げた将来都市像「ずっと住みたい私のまち おおいずみ」の実現を目指し、

財政の健全化と事務の効率化に努めてまいりました。

特に、第５次大泉町行政改革大綱においては、「住民と行政の協働」「行政経営

への転換」「健全な財政運営」を３本の柱とし、行政のあり方を根本的に見直す

改革を進めてきたところです。

具体的には、協働の担い手となる人材の活動を支援する拠点・制度の整備、

水道事業等の広域化など、行政や自治体の枠を超えた協力関係の構築により、

事業の効率化を図るほか、事業管理に成果指標やＰＤＣＡサイクル
※
などを取り

入れたことにより、客観的な視点で改善を図りながら業務を進める仕組みが定着

しつつあります。また、業務委託料や需用費などを見直し、経費の節減を図るな

ど、安定した財政基盤の構築に努めてきました。

しかしながら、今後の町政を取り巻く環境は、少子化や高齢化、情報化、多国

籍化の一層の進展、多様化する住民ニーズへの対応など、一層厳しい状況になる

ことが想定されます。特に少子高齢化の進行による影響は大きく、将来にわたる

安定した税収等の確保が困難となることが予想される中で、社会保障費等につい

ては、年々増加していくことが見込まれます。

また、過去に整備した公共施設等の老朽化への対策については、財政面だけで

なく、町民の安全を守る観点からも、喫緊の課題となっています。

このたび、第５次行政改革大綱の終了に伴い、それを継承しながらも、常に

変化する社会経済環境や新たな行政課題、あるいはリスクに対して的確かつ迅速

に対応し、住民満足度の向上を図るとともに、行政事務を見つめ直し、より質の

高い行政サービスをより低いコストで提供するための方針・方策を示すものと

して、第６次行政改革大綱を策定いたします。

※ Plan（計画）→Do（実施）→Check（評価）→Action（改善）の4段階を繰り返すことによって、業務を継続的に
改善・遂行していくこと。



2

２ 大綱の基本方針

大泉町が世代を超えて「ずっと住みたい町」として発展していくためには、

住民に一番身近である行政機関が常に住民目線に立ち、コスト意識とスピード

感を持って質の高い行政サービスを提供することが重要です。

また、流動的な社会情勢の中、新たな政策課題や町政を取り巻く環境の変化

に柔軟に対応するためには、町にとって“真に必要で価値あるものとは何か”

を考え、財源や人材などの経営資源を効率的かつ的確に投資し、確実な成果に

つなげていかなければなりません。

第６次大泉町行政改革大綱は、

・「稼ぐ」 …財源の確保を図る

・「ケチる」…無駄を省き、節約する

・「変える」…従来のやり方や考え方を変える の視点から、これまでの資源

のあり方や使い方を、現在はもちろん、将来の大泉町に役立つように改革する

ことを基本方針とし、特に改革の実施主体である職員の意識改革と資質・能力

向上に努めてまいります。

また、平成２９年には、町発足６０年という節目を迎えることから、「最少の

経費で最大の効果を挙げる」という地方自治の理念に立ち返り、「価値あるもの

を生み出す行政」となるよう、行財政運営に取り組んでいきます。

３ 期間

平成２９年度～平成３３年度

第６次大泉町行政改革大綱と、それを実施するための実施計画の期間は、

平成２９年度～平成３３年度の５年間とし、最終年度は次の大綱策定に向け

た検証期間とします。
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４ 体系

行政がそのあり方や使い方を見直すべき資源として、「サービス」「職員」

「財産」を改革の３本柱と定め、各推進項目に取り組みます。

また、国の指針
※
に基づき全国の自治体で取り組んでいる事項や、進捗状況・

実績値を把握するべき事項は、維持管理項目として点検、管理をしていきます。

※ 平成27年8月28日 総務大臣発出「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について」

柱 推進項目名

1-1 事務事業の見直し

1-2 ICTの活用

1-3 民間力の活用

2-1 「職員力」の向上

2-2 「組織力」の向上

2-3 リスクマネジメントの推進

３
　
財
産

3-1 公共施設マネジメントの推進

3-2 町有資産の有効活用

3-3 地域“人財”の活躍支援

１
　

サ
ー
ビ
ス

２
　
職
員

維持管理項目名

１　自治体情報システムのクラウド化の拡大

２　統一的な基準による地方公会計の整備促進

３　公営企業会計の適用の推進

４　町民参画機会の拡充

５　国・県等の補助金の有効活用
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５ 行政改革の柱と推進項目

■ 改革の柱１ 「サービス」

～安定して質の高いサービスを提供するために～

「サービス」は、町民の暮らしを支え、豊かにするとともに、満足度を

高める資源です。

社会経済情勢の変化や新たな行政課題などに対応するには、その適切な

質や量、提供方法について、常に見直しを行っていくことが重要です。

現在、本町では、主要な事業について、ＰＤＣＡサイクルにより継続的に

改善する仕組みを運用し、成果の向上を図っています。また、より効果的

かつ効率的なサービスの提供に向けて、費用対効果などを検討しながら、

民間力の導入を進めているところでもあります。

今後もますます複雑化・多様化する地域課題や町民ニーズに対応し、安定

して高品質なサービスを提供し続けるためには、現在の取り組みをさらに

発展させ、全てのサービスのあり方を抜本的に見直し、ＩＣＴ（情報通信

技術）や、民間委託・指定管理者制度などをより積極的に活用することが

必要です。

真に必要なサービスに対して的確に投資するため、次の各推進項目に取り

組んでいきます。

１－１ 事務事業の見直し

「最少の経費で最大の効果を挙げる」ことを目指し、業務を客観的に

検証し、事業の見直し、再編、整理や効率化を図るなど、継続的に改善

するしくみを構築します。

１－２ ＩＣＴ（情報通信技術）の活用

より利便性の高いサービスを効率的に提供するため、ＩＣＴを積極的

に活用します。

１－３ 民間力の活用

サービスを提供する主体を行政から民間へ移行することによる効果

や効率性の向上について検討し、積極的に導入・活用を図ります。また、

既に民間力を導入している事業や施設については、その運用状況を客観

的に評価し、成果や満足度の更なる向上を目指します。
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■ 改革の柱２ 「職員」

～価値あるものを生み出すための“職員力”と“組織力”の向上～

複雑化・多様化する課題に対して解決策を考え、実行する主体となる「職員」

は、行政の核となる資源です。

本町では、「大泉町人材育成方針」において、目指すべき職員像
※
や職員の

具体的な行動目標などを定め、担当業務や職責に応じた研修を実施している

ほか、日々の仕事ぶりや、職員が各自で設定した目標の達成度に応じて評価を

行う仕組みを構築し、人材育成を進めています。

限られた職員数で、社会の変化や町民ニーズに的確かつ迅速に対応していく

には、全職員が緊張感とスピード感を持って、行政課題に取り組まなければ

なりません。そのためには、職員一人ひとりの意識と資質、能力を向上させる

とともに、主体的に自らの能力開発を行っていく意欲と行動力を持つ人材の

育成と、組織としての総合力を高めることが重要です。

さらには、個人情報漏洩の防止や、災害時の対応体制の整備などといった

様々なリスクへの対処も、行政の大切な責任です。

町民の安全を守り、価値あるものを生み出せる行政を目指して、次の各推進

項目に取り組んでいきます。

２－１ 「職員力」の向上

個々の職員が、職務や業務に応じた役割を認識し、身につけるべき

能力を習得できるよう取り組みます。また、仕事の成果や課題解決に

対する意識の向上と、計画的な業務の進捗を図る体制を確立します。

２－２ 「組織力」の向上

緊急時や新たな行政課題に的確かつ迅速に対応するため、幅広い知識

と専門性を有する人材の確保と育成、活用を図ります。また、組織で

共通に取り組む目標を掲げることで、一体感を高めるとともに、職員が

常に意欲を持って働けるよう、職場環境の整備を推進します。

２－３ リスクマネジメントの推進

あらゆるリスクに対する職員の意識を高め、その未然防止に努めます。

また、災害時など、リスクが発生した際に適切に対応ができる体制を

整備するとともに、重要業務を継続するための計画の策定と管理を行い

ます。

※ 「環境の変化に対応し、経営感覚を持ち、町民の立場で考え、積極的に行動する職員」
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■ 改革の柱３ 「財産」

～ヒト・モノ・カネ・情報を有効に活用するために～

町民の皆様からの税金や、町有地、公共施設など、町は多様な「財産」を

お預かりし、まちづくりを行っています。

これまでの自主財源の確保や経費節減の取り組みなどにより、現在、町は

安定的な財政を維持していますが、全国的に問題となっている人口減少や

少子高齢化は、本町においても例外ではありません。将来の税収等の見通し

は不透明な状況であり、今後、集中的に老朽化を迎える公共施設の修繕や

建て替えには、多額の財政負担を要する見込みです。

将来にわたって行政サービスを維持・向上し続けるためには、安定した

財政経営の継続が不可欠であることから、自主財源の確保や経費の節減に

努めるだけでなく、積極的に外部の資本の活用を図ることも重要です。また、

社会情勢や町民ニーズの変化などをふまえ、町有地や公共施設等の適切な

管理・運営方法について、中長期的視点から検討することも必要となってい

ます。

さらには、様々な知識や能力を持つ地域の人材も、まちづくりにとって

大きな財産であることから、そのような“人財”を発掘し、協力して課題を

解決していくネットワーク体制を継続して整備していきます。

常にアンテナを高くし、最新の情報を的確に把握するとともに、あらゆる

町の財産を発掘・確保し、連携を図ることで、その価値を最大限に発揮させ

る経営を目指し、次の各推進項目に取り組みます。

３－１ 公共施設マネジメントの推進

町の人口構成や町民ニーズの変化などをふまえ、これからの公共施設

等のあり方を検討するとともに、維持管理や更新費用の負担軽減・平準

化を図ります。

３－２ 町有資産の有効活用

未利用の町有地などを活用し、歳入の確保を図りながら、維持コスト

の削減に取り組みます。

３－３ 地域“人財”の活躍支援

様々な知識や能力を持った地域の人材を発掘し、より多くの町民がま

ちづくりに関わり、活躍できるよう支援します。また、職員一人ひとり

が地域と課題を共有し、ともに解決していこうとする意欲を高め、協働

を積極的に進めていく体制を整備します。
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６ 維持管理項目

１ 自治体情報システムのクラウド化の拡大

情報システムのクラウド化
※1
は、外部の安全なデータセンターの活用により

行政情報を守り、災害・事故などの発生時に業務継続を確保できる方法です。

さらには、複数の自治体で共通のシステムを利用することで、経費の削減や

住民サービスの向上を図ることができます。

町でも、情報システムのクラウド化を実施するとともに、近隣の自治体との

共同利用を行い、利便性や情報セキュリティの確保の状況に注視しながら運用

管理します。

２ 統一的な基準による地方公会計の整備促進

現在、町の公会計は“基準モデル
※2
”を採用していますが、より自治体間の

比較を行いやすい形として総務省が新たに示している“統一的な基準”による

公会計の整備を行い、資産や負債などの状況の全体像を把握し、財政マネジメ

ントの強化を図ります。

３ 公営企業会計の適用の推進

現在、町の下水道事業は、現金収支の把握と歳出の抑制に重点を置いた

“官庁会計方式（単式簿記）”による経営を行っていますが、下水道の資産や

負債、維持管理費用の状況などを明確にし、計画的な管理を行うため、“公営

企業会計方式（複式簿記）”へ移行します。

４ 町民参画機会の拡充

町の施策や事業の立案にあたっては、窓口や郵送でのアンケート調査のほか、

パブリックコメント制度
※3
の実施や、審議会等の委員を公募することにより、

町民の意見を取り入れています。今後も町政への町民の参画意欲の向上を図る

ため、各制度を継続するとともに、さらなる啓発に取り組みます。

５ 国・県等の補助金の有効活用

国・県等の補助金については、現在も様々な事業で活用を図っていますが、

行政ニーズの複雑化・高度化や地方分権が進む中で、日々新たな補助金や助成

制度が創設されていることから、積極的な情報収集と共有を図り、さらなる

有効活用に取り組みます。

※1 自治体が情報システムを自庁舎で管理・運用することに代えて、外部のデータセンターにおいて管理・運用し、
ネットワーク経由で利用することができるようにする取り組みのこと。

※2 新地方公会計制度（地方公共団体の財政の全体像を適切に示すために導入された新しい会計制度）により、地方
自治体が作成する財務諸表の様式で、総務省より公表が求められている。

※3 町が実施する施策や計画を「素案」の段階で公表し、広く意見を求め、提出された意見を踏まえて意思決定し、
さらに、提出された意見とそれに対する町の考え方を公表するという一連の手続きのこと。
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７ 推進体制及び進捗状況の公表

１ 推進体制

行政改革の取り組みを着実に推進するため、町長を本部長とする大泉町

行政改革推進本部が中心となって進捗管理を行います。

２ 進捗状況の公表

行政改革大綱の進捗状況や成果などについて、ホームページ等を通じて

住民の皆様に分かりやすくお知らせします。


